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独自の耐震対策ガイドラインで減災提案 

― 生産施設に対する耐震対策 ― 

戸田建設㈱（社長 井上舜三）は、既存の生産施設の事業継続計画（ＢＣＰ）の観点から、大

地震発生時の非構造部材(天井・間仕切壁等)や設備機器・配管等への被害を軽減して、生産ライ

ンへの損傷を最小限に抑えるために独自の耐震対策ガイドラインを作成し、減災対策を積極的に

提案していきます。 

東北地方太平洋沖地震の発生後、実際に被災した建物の状況を確認すると、体育館等の各種公

共施設をはじめとし、量販店、生産施設などいずれも空間を大きく取った鉄骨造建物において、

主要構造体の損傷被害はそれほど大きくなかったものの、非構造部材や設備機器・配管等の破損・

落下等の被害が多く発生しました。その結果、東北地方の生産施設における事業の継続が不可能

となり、社会・経済活動に甚大な被害をもたらしました。 

戸田建設㈱は、被害の大きかった生産施設に対してＢＣＰの観点から地震対策を積極的に提案

していくために「既存の生産工場における地震対策提案ＰＪ」を早期に立ち上げ、被災状況を分

析した結果を基に、非構造部材や設備機器・配管等に対しての耐震補強方法などを中心にとりま

とめました。提案に当たっての方針を「工場で働く人々の生命を守る」、「生産ラインの損傷を最

小限に抑える」として、現実に即した提案内容でのまとめを心がけました。 

建物の揺れは基礎や建物構造の特性、階数によって異なり、中低層の鉄骨造建物では、上層階

ほど大きな揺れを生じていることから、地震記録をもとにした建物の揺れのシミュレーション解

析結果（図１）と、実際の被災状況の分析結果から以下のような知見を得ることができました。 

①大面積の屋根・天井や内・外壁に対しての構成面と直角方向への揺れに対して、現状の納まり

では大地震に対しての対策が不十分であること。 

②天井面に取り付いた設備機器に対しての簡易なブレース補強は、天井面の複雑な揺れに対して

追随できていないこと。 

③天井吊りを採用する重量のある設備機器などの場合は、建物の揺れに対して共振することが予

想され、振れ止めなどの簡易な補強対策では十分でないこと。 

戸田建設㈱では、これらの知見や現在予定している振動台実験による検証実験の結果を盛り込

んだ「非構造部材および設備機器等に関する耐震対策ガイドライン」を基に、新規物件、既存物

件への減災対策を積極的に提案していきます。 
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図１ 建物内天井・設備機器への入力地震動模式図
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